
そ
の
他（
11.
５
％
）

49
億
５
千
３
４
７
万
２
千
円

公
債
費（
10.
８
％
）

46
億
４
９
１
万
９
千
円

繰
出
金（
11.
３
％
）

48
億
４
９
５
万
４
千
円

扶
助
費（
12.
３
％
）

52
億
４
千
５
４
８
万
2
千
円

普
通
建
設
事
業
費（
11.
７
％
）

50
億
１
千
26
万
４
千
円

物
件
費（
17.
１
％
）

73
億
２
千
３
７
６
万
３
千
円

人
件
費（
25.
３
％
）

1
0
７
億
９
千
９
５
５
万
 

５
千
円

県水受水費
66.84円
県水受水費
66.84円職員給与費 13.47円職員給与費 13.47円

支払利息 13.19円支払利息 13.19円

その他 18.75円その他 18.75円

減価償却費
36.62円
減価償却費
36.62円

動力料、薬品費、修繕
費ほか 16.20円
動力料、薬品費、修繕
費ほか 16.20円

� � � � � � � � 	
各種事業の決算額は次のとおりです。

総務費�住民基本台帳ネットワークシステムの整備…
２，３４３万５，９６４円�男女共同参画啓発冊子作成事業…９７
万６，５００円
民生費�成年後見制度利用支援事業…４６万６，９００円�
社会福祉会館駐車場用地の取得…９，７９１万５，２１５円�ホ
ームヘルプサービス事業の充実（精神障害者・難病者）
…３，５４６万８，９８３円�手話通訳者派遣事業…２９５万８０２円
�学童保育室土曜保育時間の延長…６３万５，１２０円�延
長保育事業（１２時間）の実施園の拡大…１，４１３万８，９６６円
�学童保育室新設事業…１，８４８万円
衛生費�生活習慣病予防対策事業…４億７，５１１万９，７４９円
�くぬぎ山地区自然再生事業…２億６９８万４，６７７円�焼
却灰セメント資源化事業…１億３，９３８万１，５８８円�天然
ガスごみ収集車整備事業…１，３３３万５，０００円�し尿処理
施設更新事業…５億７，２５５万５，２６８円
労働費�失業者能力向上指導事業…３００万円
農林水産業費�基盤整備促進事業…４，４４５万円
商工費�中小企業経営支援相談事業…２４０万円�小規
模事業経営支援相談事業…７００万円�中心市街地等商業
活性化支援事業…２００万円�空き店舗対策事業…４９３万
４，７７７円
土木費�大規模流通業務施設立地区域排水施設整備事
業…１，０００万円�狭山市駅西口第１種市街地再開発事業
…５２５万円�新都市機能ゾーン整備事業…５，７４６万８，３２４
円�柏原新狭山線整備事業…４億４，２０９万７，２５４円�狭
山市駅東口土地区画整理事業…８億２，９６０万６，０８２円
消防費�消防団施設整備事業…３，２８２万３，０００円�小型
動力ポンプ付水槽車更新事業…２，９０８万５，０００円�消防
ポンプ自動車更新事業（２台）…３，４２３万円
教育費�生徒指導支援員配置事業…１，０４５万円�教育
情報ネットワーク整備事業…６，３６９万８，０２７円�小学校
校舎大規模改修事業…８，５１４万３００円�中学校教育用コ
ンピュータ更新事業…３，３８５万８，７２０円�国体テニスコ
ート会場整備事業…２億２，９４４万９，４００円

給水原価の内訳
水道水１�当たりの給水原価（製造価格）は、

１６５．０７円です。

問合せ水道業務課へ内線２３１２
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平成１４年度水道事業会計決算が認定されましたの
で、お知らせします。

収益的収入および支出
収入３３億１，９４５万４，９９０円 支出３１億７，０６８万１，５３６円
利益剰余金１億２，０３１万２，７２６円は、減債積立金およ
び利益積立金に積み立てました。

資本的収益および支出
収入１億５，２５３万８，２５０円 支出９億７，９９３万２，５９６円
不足額８億２，７３９万４，３４６円は、内部留保資金などで
補てんしました。

歳出の性質別内訳（グラフ３）

歳入歳出総額
歳 出（円）

４２７億４，２４０万９，３２３
９６億４，５７８万１，０５４
４０億９，９９２万１，６１４
８９億６，２８３万６，１１９
３億３，９４３万７，５２０
９億４，１７６万９，８２２
３６億１，５０４万４，５１５
７０３億４，７１９万９，９６７

歳 入（円）
４４６億３，５２５万６，５２４
１０２億１，８６５万７，４５８
４３億９，６６９万５，２９６
９２億２，３９１万７，２８８
４億４，３４５万７，８２９
１０億６，９１８万０，０７９
３６億６，４１５万１，８４２
７３６億５，１３１万６，３１６

区 分
一 般 会 計
国 民 健 康 保 険
下 水 道 事 業
老 人 保 健
上広瀬土地区画整理事業
狭山市駅東口土地区画整理事業
介 護 保 険

合 計

特

別

会

計

市民一人当たりに
使われたお金（表４‐１）

金 額
６３，６６５円
４３，６１４円
３９，７４０円
３３，９８２円
３０，９０７円
２８，４２８円
１１，４８５円
４，１８９円
３，０６８円
２，４２０円
２，１４５円
２１２円

２６３，８５５円

項 目
民 生 費
総 務 費
土 木 費
衛 生 費
教 育 費
公 債 費
消 防 費
商 工 費
労 働 費
農林水産業費
議 会 費
諸 支 出 金

合 計

市民一人当たりが
負担した市税（表４‐２）

金 額
７４，０８２円
６３，３６０円
７，２２２円
５，６０３円
７４４円
１２円

１５１，０２３円

項 目
市 民 税
固定資産税
都市計画税
市たばこ税
軽自動車税
特別土地保有税

市 税 総 額

�



⑧商工費（1.6%） 6億7,857万608円
⑨労働費（1.2%） 4億9,698万6,381円
⑩農林水産業費（0.9%） 3億9,198万699円
⑪議会費（0.8%） 3億4,744万8,013円
⑫諸支出金（0.1%） 3,429万8,955円

⑦消防費（4.3%）
18億6,044万1,655円

⑥公債費（10.8%）
46億513万3,892円

⑤教育費（11.7%）
50億668万6,810円

④衛生費（12.9%）
55億476万4,862円

③土木費（15.1%）
64億3,757万5,590円

①民生費（24.1%）
103億1,329万1,105円
①民生費（24.1%）
103億1,329万1,105円

②総務費（16.5%）
70億6,523万753円
②総務費（16.5%）
70億6,523万753円

⑪使用料及び手数料（2.0%） 9億1,257万2,765円
⑫国有提供施設等所在市町村助成交付金等（1.3%）
 5億9,055万9,000円
⑬地方譲与税（0.9%） 3億9,600万4,000円
⑭分担金及び負担金（0.9%） 3億9,387万264円
⑮自動車取得税交付金（0.7%） 3億1,660万9,000円
⑯利子割交付金（0.6%） 2億4,684万4,000円
⑰財産収入（0.2%） 7,477万9,186円
⑱ゴルフ場利用税交付金（0.1%） 5,393万3,543円
⑲交通安全対策特別交付金（0.1%） 2,830万9,000円
⑳寄附金（0.0%） 779万6,617円

⑩地方特例交付金（2.2%）
9億9,460万2,000円

⑨諸収入（2.2%）
9億9,575万5,438円

⑧地方消費税交付金（2.6%）
11億6,982万4,000円

⑦県支出金（3.1%）
13億7,306万6,072円

⑥繰越金（4.0%）
17億7,581万6,669円

⑤繰入金（5.5%）
24億6,143万3,739円

④市債（5.5%）
24億6,248万6,000円

③地方交付税（6.1%）
27億2,025万4,000円

②国庫支出金（7.2%）
31億9,620万5,575円

①市税（54.8%）
244億6,453万5,656円
①市税（54.8%）
244億6,453万5,656円
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平成１４年度の一般会計決算がまとまり、第４回定例市議会で認定されました。市の財政の中心となる
一般会計における歳入決算額が４４６億３，５２５万６，５２４円、歳出決算額が４２７億４，２４０万９，３２３円となりまし
た。今月は、私たちの税金がどのように使われているか、お知らせします。

問合せ財政課へ内線７１１３
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歳入は、市の財源として入っ
てくるお金です。その決算額は、
４４６億３，５２５万６，５２４円で、前年度
に比べ０．０４％増えました。
グラフ１は、その内訳を表した
ものです。市税は、歳入の半分以
上を占め、法人市民税の増額に
より前年度比３．３％の増となり
ました。次に多いのは国庫支出
金ですが、これは国からの負担
金や補助金で、１６年度開催の国
体に向けたテニスコート整備事
業が前年度でおおむね終了した
ことなどで、６．１％の減となりま
した。続いて地方交付税、市債、
繰入金、繰越金、県支出金、地方
消費税交付金、諸収入などの順
になっています。

歳出は、市民皆さんのために使われるお
金です。その決算額は４２７億４，２４０万９，３２３
円で、前年度に比べ０．２％減りました。
グラフ２は、歳出を目的別に表したもの
です。民生費が最も多く、高齢者・障害者・
児童などの福祉増進などが主なもので、
前年度比３．２％の増となりました。
グラフ３は、歳出を性質別に表したもの
で、最も多いのは人件費です。職員の給与
が主なもので、前年度比０．７％の減となり
ました。続いて物品購入や業務委託など
の物件費、福祉サービスなどに使われる
扶助費などの順になっています。
表４は、市税と目的別歳出を市民皆さん
一人当たりに換算したものです。市税は
１５１，０２３円で前年度比３．１％の増、歳出は
２６３，８５５円で０．４％の減です。
なお、歳入歳出の差額は、平成１５年度に
繰り越しました。
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